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概要 

 

世界の先進諸国では、外国籍であって、かつ定住する大量の移民人口が生まれている。

「定住外国人」と呼びうる人々が先進国で人口の 5％以上、国によっては一割以上にも

達している（ハンマー1999）。日本は外国籍者についても、もはや外国人市民の参加をめ

ぐる議論の埒外に置くことはできなくなっている（宮島 2000）。 

これからの自治体に必要なことは、それぞれの地域で本当に必要とされ、自らの責任

において住民のニーズに応え、住民のための政策を設計することである。現在の日本で

外国人が多く居住する地域では、地域社会の構成員として共に生きていくような社会づ

くりを実現する為、外国人住民の声を積極的に聞こうとする「外国人住民会議」が、地

域自治へ参加する一つの手段として考えられる。本研究は、外国人市民が集中する地域

において、外国人市民が地域自治により参加しやすくなるように自治体の政策設計の有

効な方法を提案する。 

本研究においては、外国人市民の割合が高い自治体の多文化諮問機関としての川崎市

外国人市民代表者会議、外国籍県民かながわ会議と神戸市外国市民会議を対象事例に選

び、設置根拠、代表性、フォローアップ体制の三つの要素が外国人住民会議の実効性に

与える影響について比較分析を行う。本研究で用いる「実効性」とは、外国人住民会議

を設置して以来、提案に基づき、どのような問題を解決されたかという事を指す。 

そこで、外国人住民会議の実効性に影響する原因について、本研究では、大きく以下

の３つの仮説に基づいて、分析を行う。 

仮説１：多文化の歴史や構造的条件の違いが、参加の制度に影響を与え、外国人会議

の設置条例を制定するか否かに影響を与える。会議の実効性はその設置根拠に影響され

る。仮説２：会議の宣伝のあり方と代表者募集のあり方は会議の代表性と実効性に影響

を与える。仮説３：提言の実施のフォローアップ体制は、会議の実効性に影響を与える。 

仮説を検証するため、三つの対象会議について、会議の設置背景と目的、参加者の募

集方法、会議の宣伝方法、会議の提言の実施のフォローアップ体制、提言の実施状況に

ついて、文献調査等で基本状況を把握した上で、各会議の担当者と会議の参加者にヒア

リング調査を行う。 

会議の効果の検証に、必要とされる行政データを用い、三つの会議を比較することで

実効性を測定した。その結果、仮説１については、三つの事例の過去の経緯や歴史的な

分析の結果を踏まえ、多文化の歴史や構造的条件の違いにより、会議の設置根拠は会議

実効性に影響があることについて明らかにした。仮説２について、三つの外国人市民代

表者の応募者数の増減傾向の分析を踏まえ、応募者数の増加により、本研究で用いる「代

表性」の評価基準から見た外国人住民の人口の構成に対する会議の代表性が高くなった。

会議の宣伝と代表者募集のあり方は会議の代表性に影響を与えたと言える。さらに、会

議の代表性は会議の実効性に影響を与えたことが分かった。仮説３は、フォローアップ
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体制の分析では、会議の過去の提言と取り組み状況を確認した結果、会議の実効性に影

響を与える要因であることを明らかにした。 

以上の結果を踏まえ、会議の実効性を向上するための提案を行った。まず、参加の制

度において、会議は条例設置とすべきである。次に、代表性について、会議の参加者を

増やすことが必要である。そのため、川崎市や神奈川県など、日本国籍を有するものの

認可しない多くの自治体の外国人住民会議も、神戸市と同様、その参加条件を和らげる

事は検討に値する。また、会議の傍聴者の増加は、会議の参加を促す。会議傍聴の案内

はホームページだけでなく、市民会館、交流センターなど等々に配布すべきである。よ

り多く、より多様な傍聴者を得ることは、会議の状況を実際に把握し、参加者になる可

能性があると考える。最後に、外国人住民会議の過去の提言の取り組み状況を調査し、

チェックするフォローアップ体制を作ることが会議の実効性の向上に繋がる。以上は会

議の実効性を向上するための提案である。 
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1.序章 

1-1.研究の背景 

 

「グローバル化」時代とも呼ばれる 20 世紀の最後三十年ほどを振り返ると、いわゆる

国民国家レジームのもとで自明されていた事実が次々とくつがえされ、新たな現実が生

まれているのに気づく(宮島 2000)。先進諸国では、外国籍であって、かつ定住する大量

の移民人口が生まれている。例えば、800 万人（ドイツ連邦統計局 外国人人口 1950）

近い外国人人口を擁するドイツでは滞在歴 150 年超の者がその 40％を超えている。アメ

リカではメキシコ人を中心に、“帰化しない”移民という存在が多数生まれている。こう

して、「定住外国人」と呼びうる人々が先進国で人口の 5％以上、国によっては一割以上

にも達している（ハンマー1999）。日本は外国人比率がはるかに低いが、その例外ではな

い。それゆえ、外国籍者についても、もはや外国人市民の参加をめぐる議論の埒外に置

くことはできなくなっている（宮島 2000）。 

しかし、日本人の常識は久しく外国籍の人々の政治参加を頭から受け付けなかった。

「国民主権」とは国民のみが主権を担うことだと考え、疑わなかったのだ（宮島 2003）。

1975 年、スウェーデンが 3年以上滞在する外国人に市町村と県の議会議員の選挙権を認

める決定をした。これにオランダなど幾つかの国が続き、その後、欧州共同体（ＥＣ）

は、加盟国相互間で住んでいる外国人に地方参政権を認め合うことを定めた。たとえ国

籍は違っても、地域の住民となり、社会に貢献し、納税など住民の義務を果たす人々に

地域政治への参加を拒む理由はないとの考えからである。このヨーロッパの試みを受け、

日本に定住する外国人の間から、ヨーロッパと同様、議員・首長の選挙権を、と求める

要望が高まった（宮島 2003）。これを条理にかなうと地方議会も認め、支持する決議や

意見書が全自治体の半数近くでまとめられた。ただし、国政のレベルでは、永住外国人

地方参政権法案は国会に上程されながら、審議に入らずに終わってしまった。 

現在の日本で外国人が多い地域では、地域の日本人と外国人の間で、言葉や生活習慣

の違い、コミュニケーション不足による誤解やトラブルが生じる場合がある。また、日

本では、外国人住民の増加（図１－１）に伴い、草の根レベルの異文化間理解活動とし

て始まった「多文化共生」が、近年自治体、そして国の政策用語へと変化してきた（塩

原 2010）。その政策は「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、

対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくような」（総

務省 2006）社会づくりを目指し、その実現の為、地域自治への参加は、外国人が地域の

一員として、その地域への愛着を深め、これらの問題を解決するための手段として考え

られる。外国人住民の声を積極的に聞こうとする「外国人住民会議」はその一つである。 

これからの自治体に必要なことは、それぞれの地域で本当に必要とされ、自らの責任

において住民のニーズに応え、住民のための政策を設計することである。以上のような

現状の中で、地域自治の問題解決策として、外国人市民が多い地域における自治体の外
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国人市民の地域参加に関する政策設計を重視する価値があると考えられる。 

外国人住民会議は、「多文化諮問機関」の一種といえる。「諮問機関」とは、行政機

関の意思決定により、専門的な立場から特別な事項を審議する合議制の機関を指すが、

一般に、政策立案において中立的立場からの検討といった役割に加え、国民の行政参加

という役割も担っている（西川 2007）。本稿で用いる「多文化諮問機関」とは、筆者の

造語であり、エスニック・マイノリティの参加を得ながら、多文化施策を検討し、行政

とエスニック・マイノリティの合意を作る諮問機関の事を示す。  

 

 

 

図１－１全国国籍別外国人人口及び割合の推移 

出典：総務省統計局「外国人口の推移（平成23年）」 
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1-2.研究の目的 

 

本研究では、外国人市民が集中する地域において、外国人市民が地域自治により参加

しやすくなるように自治体の政策設計の有効な方法を提案したい。 

そのため、外国人市民の割合が高い自治体の多文化諮問機関としての川崎市外国人市

民代表者会議、外国籍県民かながわ会議と神戸市外国市民会議を対象事例に選び、外国

人市民の地域自治への参加度合が異なる原因を明らかにしたい。つまり、対象地域にお

ける外国人住民会議の類型が異なる原因を明らかにする。また、三つの会議の実効性に

ついて分析し、評価を行う。最後に、事例とした三つの外国人住民会議における限界点

を踏まえ、外国人住民会議を設置している他の自治体が参考にできると思われる制度設

計上の留意点として考察を行い、提案する。 
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1-3.先行研究 

 

（１）外国人の政治参加に関して 

宮島（2000）は、社会的・文化的な視点から考えた。地域の力を借り、文化的能力を

獲得する社会参加の重要性を明らかにしている。外国人市民の社会参加の機会の保障に

おいて、識字、学力、制度理解力、といった文化的能力なくしては社会への参加が不可

能であることを明らかにしている。行政側に求められるのは、学習支援活動の拠点の提

供であることを主張している。しかしながら、この研究は 1990 年代に限られ、外国人市

民参加の文化方面の条件に関することは分かったが、地域の歴史や構造方面の条件に関

することは分かっていない。1980 年代から、南米、アジアからのニューカマーが増加し、

移民をめぐる自治体の政策と社会運動が出てきた。本研究は、対象地域を移民の歴史の

観点から分析し、歴史や構造方面の条件に関することを明らかにする。 

伊豫谷（2000）は、グローバル化と移民労働者の政治参加について論じた。外国人が

政治に参加する道は、国籍を取得すれば、法的にはほぼ平等な権利が保障される。つま

り、外国人の政治参加の問題は、移民政策の問題としてあらわれてきていること主張し

ている。しかしながら、移民の外国人の参加に注目したが、外国人という立場で居住す

る社会参加についての報告はなく、さらに、具体的な事例も取り扱っていない。本研究

は政治的・行政的背景から、日本における外国人が多い自治体の中、いくつかの地域を

研究対象として、お互いに比較し、外国人という立場で居住する地域参加についての研

究をする。 

 

（２）外国人の参加機関に関して 

山田（2000）は、外国人参加の機関の川崎市外国人市民代表者会議をめぐる会議の意

義、成立、代表者の選任及び広報についてのことをまとめている。また、代表者の選任

基準及び方法についての課題を提出した。しかしながら、会議の効果に関する評価は明

らかにされていない。本研究は外国人市民代表者会議の実効性の観点から評価を行い、

分析する。 

樋口（2000）は、諮問機関の実効性について論じた。政治参加の在り方を論じる際に、

在日韓国人・朝鮮人とニューカマーという区分を設定するだけで不十分で（在日韓国・

朝鮮人内部についても同様であることは言うまでもない）、ニューカマー内部の階層性は

会議の実効性において、乗り越える必要があることを明らかにしている。しかしながら、

この研究は川崎市外国人市民代表者会議に注目したが、他の比較事例についての報告は

なく、さらに、実効性を測定するための基準も設定してない。本研究で用いる「実効性」

は、外国人住民会議を設置して以来、提案に基づき、どのような問題を解決されたかと

いう事を設定している。また、本研究は、多文化諮問機関としての川崎市外国人市民代

表者会議、外国籍県民かながわ会議と神戸市外国市民会議を対象事例に取り、参加の制
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度、代表性、フォローアップ体制の 3 観点から外国人住民会議の実効性に与える影響に

ついて比較分析を行う。 

西川（2007）は、女性委員の割合と審議会・私的諮問機関の代表性の関係について論

じた。審議会等委員に占める女性委員の割合は依然として低く、課題とされてきた。ま

た、私的諮問機関の女性委員の低い割合は会議の代表性に影響を与えることを明らかに

している。さらに、内閣の男女共同参画推進本部は、「国民の意見の反映」が私的諮問機

関等の存在意義の一つであることの一方、会議の代表性を確保するため、男女の人数を

なるべく均衡させることが望ましいと論じた。しかしながら、この研究は委員の性別の

割合と審議会・私的諮問機関の代表性の関係に関することは分かったが、外国人住民人

口の構成要素として、例えば、出身国、在留資格、日本国籍の有無などの条件と代表性

の関係に関することは分かっていない。本研究においては、会議の代表性に影響を与え

る原因を外国人住民人口の構成要素から想定し、対象事例の比較分析を踏まえ、会議の

代表性は実効性に与える影響について明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

1-4.研究の仮説 

 

（１）問題提起 

外国人住民会議を持っている自治体では、会議の結果となる提言が実際に施策に反映さ

れるかどうかが最重要要素と言えよう。本研究で用いる「実効性」とは、外国人住民会議

を設置して以来、提案に基づき、どのような問題を解決されたかという事を指す。外国人

住民会議を持っている各自治体において、提言が施策に反映される程度は異なり、その実

効性が影響される原因を明らかにする。 

 

（2）研究仮説 

本研究では、大きく以下の３つの仮説に基づき、分析を行う。 

仮説１：＜経路の依存性・設置根拠に関する仮説＞ 

・多文化の歴史や構造的条件の違いにより、会議の設置根拠（設置条例を制定すること）

に影響を与えた。 

・設置根拠は会議の実効性に影響を与えた。 

経路依存性とは、制度や仕組みが過去の経緯や歴史的な偶然などによって拘束される

ことをさすものである（新川 2003）。 

対象地域において、外国人住民会議を持っている自治体では、外国人登録者数、国籍、

来日の理由など集まった過程の違いにより、会議設置のきっかけや目的が違う場合があ

り、会議の設置根拠にも影響を与え、会議は外国人の政治参加の場としての程度も違う

のではないかと考えられる。さらに、会議の実効性に影響を与える要因として考えられ

る。 

 

仮説２：＜代表性に関する仮説＞ 

・会議宣伝のあり方と代表者募集のあり方は会議の代表性に影響を与えた。 

・会議の代表性は会議の実効性に影響を与えた。 

本研究で用いる「代表性」とは、外国人住民会議の参加者数が限られている状況の中で、

その参加者が当地域の外国人住民の人口の構成を全体的に代表する事が十分できるかど

うかの事を指す。外国人住民人口の構成要素として、例えば、出身国、在留資格、日本

国籍の有無などが挙げられる。外国人会議の応募者が非常に少ない場合は、上記の代表

性を考慮し委員を選考する事は実質に不可能である。その結果、多くの人が政治参加の

場から排除され、会議の実効性に影響を与える要因として考えられる。 
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仮説３：＜フォローアップ体制に関する仮説＞ 

・会議の提言の実施のフォローアップ体制は会議の実効性に影響を与えた。 

提言の実施のフォローアップ体制は、会議の実施状況を確認できる。一方、フォロー

アップがなされないと、会議のメンバーが自らの提言の実施に満足しているか否かは確

認できない事になっており、会議の実効性に影響を与える要因として考えられる。 
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1-5.用語の定義 

 

本研究における「外国人地域参加」「外国人住民」「集住する自治体」は以下の通り定

義する。 

 

（１）地域参加 

本研究の地域参加は、諮問機関としての外国人住民会議の参加とする。 

多くの国の移民と同様に、日本の外国人住民に対して政治参加を促す場を与える事に

は、未だに大きな限界がある。ミラー（Miller）は、移民において、投票権、政党加入

権、労働組合、直接行動、出身国への政治参加、諮問機関という 6つの実現可能な政治

参加の形態を指摘している（Miller 1989）。そこで、政治参加の場の代案として提案

できるのは、諮問機関である。樋口（2000）も指摘している事であるが、外国人住民に

とって、現時点ではこれが唯一の現実的な政治参加の形態となろう。自治体では、外国

人住民の声を積極的に聞こうとする「外国人住民会議」は多文化の諮問機関として設置

されており、現在全国の 20 箇所の県と政令市へと広がっている。 

 

（２）外国人住民 

本研究の外国人住民は、日本国内に“常住している者”とする。“常住している者”

は、自治体の住民基本台帳に登録している者と定義する。日本国内の住居に３カ月以上

にわたって住んでいるか、または住む予定の人のこと。表 1－1により、平成２７年末現

在における“常住している者”は 2,172,892 人である。 

 

表 1－１国籍・地域別・男女別 在留外国人 

国籍・地域 
総  数 

 
男 女 

総数 2,172,892 1,014,291 1,158,601 

中国 656403 280,563 375,840 

韓国・朝鮮 497,707 228,690 269,017 

フィリピン 224,048 56,250 167,798 

ベトナム 124,820 73,130 51,690 

ネパール 48,403 32,091 16,312 

 

（出典：総務省統計局「在留外国人人口（平成2７年６月末）」 
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（３）集住する自治体 

国勢調査の結果に基づき、都道府県と政令指定都市において、外国人比率が平均値以

上の自治体と定義する。図 1－2により、都道府県外国人比率の平均値は 0.96％、表 1

－２により、政令指定都市外国人比率の平均値は 1.77％である。 

 

図１－２都道府県外国人比率ランキング  

 

出典：総務省統計局「都道府県別の外国人人口（平成25年）」 
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表１－２ 政令指定都市国籍別在留外国人人数及び外国人比率  

 

出典：総務省統計局「政令指定都市別の外国人人口（平成 25 年）」 
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1-6.研究の方法 

 

研究の構成は図１－3の通りである。第２章では、外国人地域参加をめぐる自治体の

動きを調べ、都道府県と政令指定都市における外国人地域参加の仕組みを分類し、整理

する。外国人地域参加の現状であることを明らかにする。 

第 3 章では、外国人地域参加に対する取組み事例において、会議の設置背景と目的、

参加者の募集方法、宣伝方法、会議の提言の実施のフォローアップ体制、提言の実施状

況について、文献等調査で基本状況を把握した上で、行政担当者と会議の参加者にヒア

リング調査を行い、明らかにする。 

第４章では、第３章の事例調査の結果を踏まえ、三つの外国人市民代表者会議の設置

根拠、代表性、フォローアップ体制の 3要素から分析する。以上でえられた結果に基づ

いて第５章で、今後の対象地域の外国人地域参加政策について提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３ 研究の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.序章 

 

2．外国人地域参加をめぐる自治体の動き 

 

3．外国人地域参加に対する取組み事例の調査 

 

4.三事例の外国人地域参加政策の考察 

 

5. 対象地域の外国人地域参加政策に対する提案 

 

6．まとめ 
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2．外国人地域参加をめぐる自治体の動き 

 

本章では、外国人地域参加をめぐる自治体の動きを調べ、外国人地域参加の現状を明

らかにする。また、都道府県と政令指定都市における外国人地域参加の仕組みである外

国人住民会議を設置目的と設置根拠別で分類し、調査戦略を設定する。 

 

2-1 外国人地域参加の現状 

 

外国人住民が地域参加にむけた行政の取組状況を把握するためにデータ調査を行っ

た。1996 年に設置された川崎市外国人市民代表者会議をはじめ、日本全国の多くの自

治体で、多文化共生施策のあり方を検討する為の外国人住民会議が設置されてきた。 

2015年現在、著者の調べによると（表2－1）、都道府県における外国人地域参加の仕

組みは7件で、政令指定都市における外国人地域参加の仕組みは13件であった。本研究

は、都道府県と政令市外国人比率平均値以上の外国人地域参加の仕組みを取り扱うので、

都道府県レベルで該当する事例があったのは東京都、愛知県、大阪府、岐阜県、兵庫県、

神奈川県の6県で、政令指定都市レベルで該当する事例があったのは大阪市、名古屋市、

神戸市、京都市、千葉市、横浜市、川崎市の7市、13事例（表2－2）の事例研究を行う。 
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表２－１都道府県と政令市における外国人地域参加の仕組み一覧 

 

 

都道府県における

外国人地域参加の

仕組み 

 

１)東京都 外国人都民会議 

２)愛知県 外国人県民あいち会議 

３)大阪府 大阪府在日外国人問題有識者会議 

４)岐阜県 岐阜県外国籍県民会議 

５)兵庫県 兵庫県外国人県民共生会議神 

６)神奈川県 外国人籍県民かながわ会議 

７)宮城県 宮城県多文化共生社会推進審議会 

 

 

政令市における外

国人地域参加の仕

組み 

 

１）大阪市  大阪市外国籍住民施策有識者会議 

２）名古屋市   名古屋市外国人市民懇談会 

３）神戸市 神戸市外国人市民会議 

４）京都市 京都市外国籍市民施策懇話会 

５）千葉市 千葉市外国人市民懇談会 

６）川崎市 川崎市外国人人市民代表者会議 

７）横浜市     国  ち   推進委員会 

８）埼玉市 埼玉市外国人市民委員会 

９）広島市 広島市多文化共生市民会議 

１０)岡山市 岡山市外国人市民会議 

１１）北九州市 北九州市外国人市民懇話会 

１２）静岡市 静岡市外国人住民懇話会 

１３）新潟市 新潟市外国籍市民懇談会 

（出所：筆者作成） 
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表 2－2 対象事例一覧（出所：筆者作成） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3

外国人都民会

議

（地域国際化

検討推進員

会）

外国人県

民あいち

会議

大阪府在日

外国人

問題有識者

会議

岐阜県外国

籍県民会議

兵庫外国人

県民共生会

議

外国人籍県

民

か なが わ 会

議

大阪市外

国籍住民

施策有識

者会議

名古屋市

外国人

市民懇談

会

神戸市外

国人市民

会議

京都市外

国籍

市民施策

懇話会

千葉市外

国人

市民懇談

会

川崎市外

国人

市民代表

者会議

ヨコハマ

国際まち

つぐり 推

進委員

会

設置時期

1997年11月

（2001年廃止）

2001年～

2002年 1994年11月 2007年6月 1999年8月 1998年11月 1994年11月 2012年9月 2003年5月 1998年10月 2005年7月 1996年12月 2007年9月

設置目的

外国人も住みや

すく、活躍できるま

ちにする

出典：「地域国際

化検討推進員会

設置要綱」第１

県の多文化

共生推進施

策に活かす

こと

出典：「外国

人県民愛知

会議設置要

綱」第１条

外国人に関わる

諸課題及び取り

組むべき方策に

ついて幅広く意

見をもとめる

出典：「大阪府

在日外国人施

策有識者会議

会設置要綱」第

１条

外国籍県民の

意見を県の施

策に反映させる

とともに、多文

化共生推進の

意識啓発

出典：「岐阜県

外国籍県民 会

議設置要綱」第

１条

県民が豊かで

暮らしやすい

国際性ゆたか

な共生社会の

実現を推進す

る

出典：「岐阜県

外国籍県民会

議設置要綱」

第１条

外国籍県民の

県政参加を推

進し、自らに関

する

諸問題を検討

する場を確保

するとともに、と

もに生きる地域

社会づくりへの

参画を進める　　

　　　　　　出典：

「外国籍県民

かながわ会議

設置要綱」第１

条

大阪市総合

計画21の「世

界に開かれ

た交流のま

ち」の実現を

目指す

出典：「大阪

市外国籍住

民施策有識

者会議設置

要綱」第１条

外国人市民

が地域にお

いて交流を

図る

出典：「名古

屋市タブ員

課共生推進

プラン実施

計画」第三

章第二条

外国人市

民の市政へ

の参画を推

進し、市政

について意

見等を述

べ、それら

を市政を反

映させる場

を設置する

出典：「神

戸市外国

人市民会

議設置要

綱」第１条

一人一人が

地域の中で

活躍できるよ

うな多文化共

生社会を目

指す

出典：「京都

市外国籍市

民施策懇話

会設置要綱」

第１条

市政に関す

る意見を頂

く機会として

の活用

出典：「千

葉市平成

26年度実

施計画」16 

１

外国人市民

をともに生き

る地域社会

づくりのパー

トナーと位置

付け、市政

参加の仕組

出典：「川崎

市外国人市

民代表者会

議条例」第

一条

市内の日

本人と外

国人が

互いの文

化を尊重

し、暮らし

やすく、活

動しやす

いまちづく

りを進める

出典：「ヨ

コハマ国

際まちつり゙

推進委員

会設置要

綱」

　　　第一

設置根拠 計画→要綱 計画→要綱 計画→要綱 計画→要綱 要綱 計画→要綱 計画→要綱 計画
計画→要

綱
計画→要綱

計画→要

綱

条例→要綱

→要領

計画→要

綱

委員応募

方法
公募・推薦 委嘱 委嘱 推薦・公募

推薦・県関係

部局職員
公募 委嘱 公募 委嘱

外国人は公

募、

日本人は委

嘱

公募 公募 委嘱

委員応募

人数
25名以内 10名程度 10名以内 ４0名以内 15名て程度 ２0名以内 14名以内 6名程度 12名以内 １２名以内 15名程度 26名以内 20名以内

日本国籍

参加可否
〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇

討議内容

生活文化局長の

諮問に応じて、外

国人に係る東京

都の施策の推進

に関する事項につ

いて検討し、同局

長に助言する。

出典：「要綱」第2

条

(1）外国人県

民の視点を

生かした多

文化共生推

進施策に関

すること。

(2）その他前

条の目的を

達成するた

めに必要と

認められる事

項。

出典：「要

綱」第2条

（1）医療、教育

等の情報が届

かないこと。

（2）地域社会と

の交流などに支

障をきたしてい

ること。

（3）入居差別な

ど外国籍である

ゆえに、日本人

に偏見を持たれ

社会生活に支

障をきたしてい

ること。

（4）母語教育な

どの問題で、子

どもたちのアイデ

ンティティの確

立にとって必要

な環境を整える

こと。

（5）特別永住者

の歴史的経緯を

踏まえて配慮す

べきこと出典：

「要綱」第2条

（1）外国籍県民

の教育、労働,

医療 、医療・福

祉・福祉などの

分野における諸

問題の解決に 

関すること。

（2）外国籍県民

と地域住が一

体なった社会づ

くりを進めるため

の方策に関すこ

と。

（3）その他本県

の多文化共生 

推進に関するこ

と。

出典：「要綱」第

2条

(1)外国人県民

に係る施策の

推進に関する

こと。

(2)外国人県民

の視点を生か

した地域づくり

に関すること。

(3)外国人県民

と日本人県民

の交流の促進

に関すること。

(4)その他前条

の目的を達成

するために必

要と認められる

事項。

出典：「要綱」

第2条

(1)外国籍県民

に係る施策に

関すること。

(2)外国籍県民

の視点を生か

した地域づくり

に関すること。

(3)その他前条

の目的を達成

するために必

要と認められる

事項。

出典：「要綱」

第2条

（1）外国籍

住民施策推

進に 向けた

検討・助言

等

（2）基本指

針に関するこ

と、  施策の

あり方等の検

討や課題解

決、新たな　

問題対処へ

の 助言及び

意見。

出典：「要

綱」第2条

名古屋市の

多文化共生

施策等につ

いて議論す

る

出典：「実行

計画」第三

章第三条

外国人市

民が生活

上直面する

様々な問

題、課題に

ついて議論

出典：「要

綱」第2条

(1) 外国籍市

民施策に関

すること。

(2) その他市

長が必要と

する事項

出典：「要綱」

第2条

生活に密着

した市政に

関すること

を議論する

出典：「実

施計画」

教育、情

報、住宅、

福祉、国際

交流、市政

参加、防災

等に関する

課題の討議

出典：「条

例」　第2条

(1)事業の

方向性に

関するこ

と。

(2)事業の

優先順位

に関するこ

と。

(3)市民・民

間事業者・

公益団体・

行政等の

連携に関

すること。

(4)その他

事業推進

に必要な

事項に関

すること。

出典：「要

綱」第2条

提言施策

に

反映される

仕組

・知事に意見、提

案、

　要望等を述べ

る。

・愛知県地

域振興部国

際課多文化

共生室に反

映する

・大阪府民文化

部人権局

　人権擁護課に

反映

・岐阜県商工労

働部観光

 交流推進局国

際戦略推進課

に

 反映

・兵庫県産業

労働部

  国際交流課

に反映

・所掌：２年間

の任期中の協

議をまとめて、

知事に報告・

提言

・ＮＧＯかなが

わ国際協力会

議と随時、意

見交換

・市民局ダイ

バーシティ推

進室人権企

画課に反映

・市長室国

際交流課に

反映

・生活文化

観光局国

際

  交流課に

おいて処理

・市が今後取

り組むべき課

題等について

調査・審議

し、市長に報

告。

・総務局市

長公室国

際交流課に

反映

・年１度、市

長に調査審

議結果の報

告または意

見を申し出

る。

・市長は、会

議からの報

告を議会に

報告し、公

表する

・政策局国

際政策室

の処理
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2-2 外国人地域参加の仕組み 

 

外国人比率が平均値以上の都道府県と政令指定都市における外国人地域参加の仕組

みである外国人住民会議を法的な位置づけを踏まえ、設置目的別と設置根拠別で分類す

る。 

 

 (1)設置目的別： 

表 2-3 により、外国人住民会議の設置目的が外国人の市政参加を推進し、本格的な参

加の場を作るための市政参加型、外国人に関わる諸課題を幅広く意見をもとめるための

意見広聴型と外国人住民が地域の中で活躍できるような、多文化共生推進施策に活かす

ための地域共生型で分類する。 

 

表２－３ 事例のパターン（設置目的別） 

     市政参加型      地域共生型 意見広聴型 

外国人の市政参加を推進し、本

格的な参加の場を作るため 

外国人住民が地域の中で活躍で

きるような、多文化共生推進施策

に活かすため 

外国人に関わる諸課題を幅広

 意見をもとめるため 

(a)神奈川県 外国人籍県民かな

がわ会議 

(a)東京都 外国人都民会議（地域

国 化検討推委員会） 

(a)大阪府 大阪府在日外国人

問題有識者会議 

(b)川崎市 外国人市民代表者会

議 

(b)愛知県外国人県民あいち会議 (b)千葉市 外国人市民懇談会 

(c)神戸市 外国人市民会議 (c)岐阜県 外国籍県民会議   

  (d)兵庫県 外国人県民共生会議   

  (e)大阪市 外国籍住民施策有識

者会議 

  

  (f)名古屋市 外国人市民懇談会   

  (g)京都市 外国籍市民施策懇話

会 

  

  (h)横浜市     国 町  

 推進委員会 

  

（出所：筆者作成） 

 

 

 

 

 



21 

 

①市政参加型：外国人の市政参加を推進し、本格的な参加の場を作るため 

設置の目的が外国人の市政参加を推進し、本格的な参加の場を作るため、設置された

会議は外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代表者会議と神戸市外国人市民会

議 3件がある。それらの会議は、外国人をともに生きる地域づくりのパートナーと位置

づけ、市政参加の仕組みとして設置されたことが分かった。 

 

②地域共生型：外国人住民が地域の中で活躍できるような、多文化共生推進施策に活か

すため 

設置の目的は、外国人住民が地域の中で活躍できるような、多文化共生推進施策に活

かすため、設置された会議は東京都外国人都民会議（地域国際化検討推委員会）、外国

人県民あいち会議、岐阜県外国籍県民会議、兵庫県外国人県民共生会議、大阪市外国籍

住民施策有識者会議、名古屋市 外国人市民懇談会、京都市外国籍市民施策懇会とヨコハ

マ国際まちづくり推進委員会 7件がある。これらの会議の設置の目的は、市政参加の推

進ではなく、外国人住民が地域において交流を図るため設置されたことが分かった。 

 

③意見広聴型：外国人に関わる諸課題を幅広く意見をもとめるため 

設置目的が外国人に関わる諸課題を幅広く意見をもとめるため、設置された会議は大

阪府在日外国人問題有識者会議と千葉市外国人市民懇談会 2件がある。この二つの会議

は主な目的が外国人に関わる諸課題及び取り組むべき方策について意見を集め、まとめ

る機会として活用されていることが分かった。 
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(2)設置根拠別： 

表 2-4 により、外国人住民会議を設置根拠で条例設置型、計画設置型と要綱設置型３

類型で分類する。 

 

表２－４ 事例のパターン（設置根拠別） 

条例設置型 

(a)川崎市 外国人市民代表者会議 

計画設置型 

(a)東京都外国人都民会議 

(b)大阪府在日外国人問題有識者会議 

(c)岐阜県外国籍県民会議 

(d)愛知県外国人県民あいち会議 

(e)神奈川県外国人籍県民かながわ会議 

(f)名古屋市外国人市民懇談会 

(g)京都市外国籍市民施策話会 

(h)大阪市外国籍住民施策有識者会議 

(i)神戸市外国人市民会議 

(j)横浜市    国 町   推進委員会 

(k)千葉市外国人市民懇談会 

要綱設置型 

(a)兵庫県外国人県民共生会議 

（出所：筆者作成） 

 

 

①条例設置型 

著者の調べによると、2015年 9月現在、都道府県と政令指定都市レベルの自治体が設

ける外国人住民会議の内、２つ（宮崎県、川崎市）は条例によって設置されている。こ

の研究で取り扱った事例は、川崎市外国人市民代表者会議である。 
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②計画設置型 

自治体の総合計画により設置された会議は外国人都民会議、大阪府在日外国人問題有

識者会議、岐阜県外国籍県民会議、外国籍県民かながわ会議、外国人県民あいち会議、

大阪市外国籍住民施策有識者会議、神戸市外国人市民会議、名古屋市外国人市民懇談会、

京都市外国籍市民施策懇話会、ヨコハマ国際まちづくり推進委員会と千葉市外国人市民

懇談会の 11 件がある。 

 

③要綱設置型 

自治体の要綱により設置された会議は兵庫県外国人県民共生会議の 1件がある。 
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2-3 調査戦略 

 

本研究は、外国人が集住する都道府県と政令指定都市における外国人地域参加の仕組

みとしての外国人住民会議を設置目的と設置根拠別で分類した。政治参加とは「政府の

政策決定に影響を与えるべく意図された一般市民の活動」（蒲島 1988）として定義でき

る。そのため、設置目的別は市政参加型の外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市

民代表者会議、神戸市外国人市民会議を中心に、会議の実効性を測定し、影響を与える

原因を分析する。  
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3．外国人地域参加に対する取組み事例の調査 

 

本章では、設置目的は市政参加型の外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代

表者会議、神戸市外国人市民会議にある川崎市、神奈川県と神戸市の外国人人口状況と

自治体の多文化共生施策に関する基本的な方針を把握する。 

また、外国人地域参加に対する取組み事例において、会議の設置背景と目的、参加者

の募集方法、宣伝方法、会議の提言の実施のフォローアップ体制、提言の実施状況につ

いて、文献等調査で基本状況を把握した上で、行政担当者と会議の参加者にヒアリング

調査を行い、明らかにする。 

 

3-1 対象とする取組み事例 

 

表 3－1 対象会議の基本情報 

 

1 2 3 

川崎市外国人市民代表者会議 神戸市外国人市民会議 外国籍県民神奈川会議 

基 

本 

情 

報 

設置時期 1996.12.1 2003.5.1 1998.11.1 

取組年数 15年以上 10年以上 15年未満 15年以上 

設置目的 

外国人市政参加の推進 

（市政参加型） 

外国人市政参加の推進 

（市政参加型） 

外国人市政参加の推進 

（市政参加型） 

設置根拠 

条例 

＜川崎市外国人代表者会議条例＞ 

要綱 

＜神戸市外国人市民会議設置要綱＞ 

要綱 

＜外国籍県民かながわ会議設置要綱＞ 

募集方法 公募 委嘱 公募 

募集人数 26名以内 12名以内 20名以内 

 

 

設置目的は外国人の市政参加を推進し、本格的な参加の場を作るため（市政参加型）

の外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代表者会議、神戸市外国人市民会議の

基本情報は表 3－1に示すものである。その三つの会議について詳細な事例研究を行う。 
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（1)川崎市外国人市民代表者会議 

①川崎市外国人人口状況 

図 3－1 川崎市外国人人口の推移 

 
（出典： 川崎市国籍別外国人住民人口推移 国勢調査 平成 22 年） 

 

図３－１の川崎市外国人人口の推移をみると、1990 年に 32.4％、7 年に 32.3％の増

加と大幅な伸びを示し、12 年には、5.1％増加と増加幅は縮小したが、17 年の調査で

は再び上昇して 12.6％の増加となった。22 年の調査ではさらに大きく上昇して 39.7％

増加した。 

また、外国人人口を国籍別で多い順にみると、中国が 7,591 人と最も多く、次いで韓

国・朝鮮 7,357 人、フィリピン 2,909 人、ブラジル 772 人、アメリカ 672 人となってい

る。前回調査と比べると、中国が 3,136 人（70.4％）と大幅に増加し、前回調査まで最

も多かった韓国・朝鮮を追い抜いた。韓国・朝鮮は 243 人（3.4％）増、フィリピンは

854 人（41.6％）増、アメリカは 116 人（20.9％）増、ブラジルは 44人（6.0％）増と

なった。上位には入っていないものの、ベトナムは 264 人（131.3％）増、インドネシ

アは 50 人（28.2％）増と大幅に増加した。また、韓国・朝鮮、中国、アメリカ、フィ

リピン、ブラジル以外のその他も 3,137 人（77.2％）増と大きく増加し、多国籍化が進

んでいることが分かる（国勢調査 平成 22 年）。 
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②市の多文化共生施策に関する基本的な方針 

川崎市多文化共生施策推進指針によれば、川崎市では外国人市民の市政参加を推進し、

相互に理解しあい、共に生きる地域社会の形成に寄与することを目的に、「川崎市外国

人市民代表者会議」を 1996（平成 8）年に条例で設置した。また、2005（平成 17）年

には「川崎市多文化共生社会推進指針」を策定し、国籍や民族、文化の違いを豊かさと

して生かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に

暮らすことができる「多文化共生社会」の実現をめざしていると定められている（「川

崎市多文化共生施策推進指針」2008）。 

 

③会議の基本情報 

 

図３-２ 川崎市外国人市民会議の様子 

 

（出典：川崎市外国人市民会議ニューズレター 2015 年 8 月 21 日発行） 

 

川崎市は、外国人市民をともに生きる地域社会づくりのパートナーと位置付け、1996

年 12 月に外国人市民の市政参加の仕組みとして外国人市民代表者会議を条例で設置し

た。 

川崎市の公式の説明1に基づくと、公募で選考された 26 人以内の代表者で構成され、

代表者は市のすべての外国人市民の代表者として職務を遂行することとなっている。運

営は自主的に行われ、毎年調査審議の結果をまとめて市長に報告する。報告を受けた市

長は議会に報告するとともに、これを公表する。1996 年度から 2011 年度まで、教育、 

情報、住宅、福祉、国際交流、市政参加、防災等に関する 38 の提言が提出された。市

長は提言を尊重し、全庁的な会議である人権・男女共同参画推進連絡会議で協議し、担

当局を中心に施策に反映するよう、取り組んでいる。代表者会議の調査審議の内容は、 

 

                                                   
1 「川崎市外国人代表者会議条例」、「川崎市外国人市民代表者会議運営要綱」、「代表者会議リーフレット」に基づく。 
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毎年出される年次報告のほか、ニューズレターやホームページでも紹介している。ニュ

ーズレターはルビ付きの日本語版のほか、韓国・朝鮮語、中国語、英語、ポルトガル語、

スペイン語、タガログ語の計 7言語で発行していると定められている。 
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（2)外国県民かながわ会議 

①神奈川県外国人人口状況 

 

 

 

図３－３ 神奈川県外国人人口推移（国勢調査 平成 22 年） 

 

図３－３により、神奈川は、2008 年末現在で約 17 万 5 千人の外国籍住民が暮くらし

ており、県民の約５１人に１人が外国籍であるというように、その増加と定住化が進す

んでいる。1980 年から 2005 年までの 25年間で人数の 3.8 倍、国籍数で 1.7 倍に増加

している。（国勢調査 平成 22 年） 

 

②県の多文化共生施策に関する基本的な方針 

かながわ国際施策推進指針によれば、近年の社会経済のグローバル化や、NPO・NGO

などによる国際活動の活発化、外国籍県民の増加などを踏まえ、2004 年に同指針を策

定し、県民、NPO・NGO、市町村、企業などと連携し、さまざまな国際施策を展開してき

たと県はしている。また、県が外国籍県民の県政参加を推進し、1998 年、外国籍県民

かながわ会議を要綱で設置する。さらに、県内には現在、県民の 53 人に一人の割合で

17 万 5 千人の外国籍県民がいる（国勢調査 平成 22 年）。外国籍県民の増加・定住化

が進む中、多様な文化や民族の違いを理解し認め合いながら、ともにくらす「多文化共

生の地域社会づくり」に向け、より積極的な対応が必要になっていると認識している。 
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③会議の基本情報 

外国籍県民かながわ会議設置要綱によれば、外国籍県民の県政参加を推進し、外国籍

県民が自らに関する諸問題を検討する場を確保するとともに、ともに生きる地域社会づ

くりへの参画を進めることを目的として、外国籍県民かながわ会議は公募で選考された

20 人以内の代表者で構成され、1998 年 10 月に要綱で設置されたと定められている。 

外国県民かながわ会議の特色は、行政から具体な事項を諮問するのではなく、議題の

選定をはじめ、運営を委員が自主的に行うことである。また、NGO かながわ国際協力会

議と随時、意見交換をしている。 
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（3)神戸市外国人市民会議 

①神戸市外国人人口状況 

 

表３－２ 神戸市外国人人口推移 

 

（国勢調査 平成 22 年） 

 

表３－２により、神戸市に住む外国人は、平成 15 年７月、118 カ国 45,070 人で、神

戸市人口の約 3.0％を占めている。2000 年以降、日系ブラジル人、インドシナ難民など

に見られるように、定住または滞在が長期化する人々の比率が上昇している。 

また、この 20 年の外国人の増加数を国籍別にみると、在日韓国・朝鮮、中国などの

外国人が減少あるいは横ばい、微増なのに対して、ベトナム、ブラジルなどのいわゆる

“ニューカマー”と呼ばれる外国人の数が急激に伸びている。（国勢調査 平成 22 年） 

 

 

②市の多文化共生施策に関する基本的な方針 

神戸市国際化推進大綱によれば、「外国人にとって住みやすいまち」「多文化が共生

し、安全で快適な生活を送れるまち」を作るため、外国人市民と同時に日本人市民にと

っても望ましいものであり、外国人市民に対する差別や偏見の意識をなくし、多文化を

認め、人としてお互いを尊重し合う社会（ユニバーサル社会）の実現をめざし必要な取

組みを進めていくと定められている。 

国際化推進大綱の市政への参画推進計画によれば、永住外国人の地方参政権について

は、国会での議論が続いており、国の動向を引き続き注視する必要とする。ただ、地方

参政権の有無に関わらず、外国人も地域で生活する“市民”であることから、その福祉

向上のため、外国人市民の意見を市政に反映することは重要であると定められている。  
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神戸市は、外国人市民の市政参画を促進するため、これまで実施してきた市政アドバ

イザーへの委嘱や、各種審議会、委員会への外国人委員登用の拡充を引き続き目指して

いる。また、2003 年 5月に設置した「神戸市外国人市民会議」を有効に活用し、幅広

い外国人市民の意見聴取とニーズの把握を行い、少数国籍の外国人市民にも配慮し、有

意義な議論の場として充実した運営がなされるよう努めていると認識している。 

さらに、国際化推進大綱によれば、市職員の採用については、現在、消防職を除く全

ての職種において受験資格から国籍条項を撤廃しており、こうした受験機会を十分活用

できるよう、受験者への周知について工夫、努力を続けていくと定められている。神戸

市は、外国人市民が地域活動に参加しやすい環境、雰囲気づくりをさらに進めていくと

認識している。 
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③会議の基本情報 

神戸市外国人市民会議設置要綱によれば、神戸市が外国人市民の市政への参画を推進し、

ともに生きる社会を築くため、外国人市民が市政について意見、提案等を述べ、それを

市政に反映させることを目的に、2003 年 5 月 27 日に「神戸市外国人市民会議」を設置

した。会議は市長が委嘱する 12 名以内の委員で構成し、外国人市民が生活上直面する

様々な問題、課題について議論する場を常設で設置する。市は外国人支援 NGO との連携

と協働し、外国人市民の市政への参画が促進され、より外国人に住みやすいまちづくり

が促進されると認識している。 
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3-2 各事例の調査状況 

本研究では、外国人住民会議の実効性に影響する原因について、大きく以下の３つの

仮説に基づいて、分析を行う。 

仮説１：多文化の歴史や構造的条件の違いが、参加の制度に影響を与え、外国人会議

の設置条例を制定するか否かに影響を与える。会議の実効性はその設置根拠に影響され

る。仮説２：会議の宣伝のあり方と代表者募集のあり方は会議の代表性と実効性に影響

を与える。仮説３：提言の実施のフォローアップ体制は、会議の実効性に影響を与える。 

また、外国人住民会議の実効性を測定し、仮説を検証するために、三つ会議の基本デ

ータを把握した上で、設置背景と目的、会議の宣伝方法、参加者の募集方法、会議の提

言の実施のフォローアップ体制、提言の実施状況について、各会議の担当者と外国籍住

民の参加者にインタビュー調査（表 3-3）を行い、以下にまとめた。実際の調査依頼と

調査項目は参考資料を参照のこと。 

 

表３－３ ヒアリング調査の概要 

日時 対象 言語 場所 内容 

2015 年 1月 22日 
川崎市 人権・男女共同参画室 外国人

市民施策担当 担当課長 町田要一氏 

日本語 川崎市市役所本

庁 

川崎市外国人施策、外国人市

民代表者会議について 

2015年 11月 12日 
神奈川県 県民局くらし県民部国際課  

企画グループ 主査 牛嶋将義 氏 

日本語 神奈川県庁第二

分庁舎 

神奈川県外国人施策、外国籍

県民かながわ会議について 

2015年 11月 23日 

神奈川県 外国籍かながわ県民会議委

員長  

中村ノーマン氏（国籍：カナダ） 

日本語 川崎市国際交流 

センター 
神奈川県外国人施策、外国籍

県民かながわ会議について 

2015年 11月 28日 

神奈川県 外国籍かながわ県民会議委

員長  

劉艇 氏（国籍：中国） 

中国語 神奈川県民 

センター 
神奈川県外国人施策、外国籍

県民かながわ会議について 

2015 年 12月 6日 
川崎市外国人市民会議参加者  

劉健全氏（国籍：中国） 

中国語 川崎市国際交流 

センター 

川崎市外国人施策、外国人市

民代表者会議について 

2015年 12月 18日 

神戸市 国際交流推進部 係長平本武

氏 

国際推進部 森本舞氏 

日本語 神戸市市役所１

号館 
神戸市外国人施策、外国人市

民会議について 

2015年 12月 19日 
神戸市 外国人市民代表者会議参加者 

陳来幸氏（国籍：中国） 

中国語 神戸国際交流 

センター 

神戸市外国人施策、外国人市

民会議について 

（出所：筆者作成） 
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（1)川崎市外国人市民代表者会議 

①会議の設置背景と目的 

川崎市外国人市民代表者会議の参加者によれば、川崎市には歴史的経緯により多くの

在日韓国・朝鮮人が暮していることから、1970 年代より国籍を理由とした制度的な制

限をなくす施策や民族差別に対する意識啓発などの施策の推進を行ってきた。1994 年 2

月「地方新時代シンポジウム」で外国人代表者会議等に係る諸外国の事例が紹介され、

また同年 10 月には市議会において「定住外国人の地方参政権の確立に関する意見書」

が採択されたことなどもあり、研究委員会を発足し、外国人市民の市政参加の仕組みと

して「外国人市民代表者会議」の設置について検討を開始したことが分かった。 

川崎市外国人市民代表者会議条例によれば、外国人市民をともに生きる地域社会づく

りのパートナーと位置付け、1996 年 12 月に外国人市民の市政参加の仕組みとして外国

人市民代表者会議を条例で設置したと定められている。  

 

②参加者の募集方法 

代表者会議は、公募で選考された 26 人以内の代表者で構成され、代表者は市のすべ

ての外国人市民の代表者として職務を遂行することが条例により定められている。 

 

③会議の宣伝方法 

川崎会議の担当者が、「会議の情報はホームページに載せられている以外に、第 8期

以降の募集の際には資格要件を満たす全ての外国人市民に対して募集案内を全戸配布

している。また、会議の応募者人数も全戸配布により、増えた現状がある」と述べた。 

  

④会議の提言の実施のフォローアップ体制 

川崎会議では、提言の実施を監視するために担当局が設置され、毎年の会議開催時、

以前の提言の実施状況が報告される。そして、委員によって、まだ一定の成果を得てい

ないと評価される提言は、次の年度にもう一度実施状況を確認するような仕組みが取ら

れている。以前の会議の結果を委員にきちんと把握させた上で議論することが重要し、

会議の結果として施策に関する提言を整理する。（川崎市外国人市民代表者会議提言

2011 年度） 

 

⑤提言が施策に反映される状況 

川崎市外国人市民代表者会議条例によると、川崎会議の提言が施策に反映される仕組

みは、年１度市長に調査審議結果の報告または意見を申し出る。市長は、会議からの報

告を議会に報告し、公表することが定められている。 
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提言が施策にいかされた事例について、川崎市は外国人の入居差別を禁じた川崎市住

宅基本条例を設定し、川崎市居住支援制度を創設した。また、外国人市民情報コーナー

を」設置した。「外国人の皆さんへ（窓口や問い合わせ先一覧）」と転入者に対して「ウ

ェルカムセット（外国人市民に必要な基本的な情報）」を配布した。 
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2)外国県民かながわ会議 

①会議の設置背景と目的 

会議の参加者によれば、当時、神奈川県民は 11万人を超え、20年前の 2.7 倍に増加

し、県民の 80 人に 1 人が外国籍の方である。国籍、民族、文化の違いを超えて、地域

で共に暮らす仲間として地域づくりを行っていくことが重要であり、国際政策を推進す

るにあたって、外国籍県民の声を県政に反映させるための仕組みの必要が有るのでは無

いかということから始まった。また、外国人参政権は距離を置いている形なので、議会

のものではなく、外国籍県民の声を聞く会議として設置したと言うところであることが

分かった。 

 

②参加者の募集方法 

かながわ会議は、外国人住民が制度上参加することが困難であり、外国籍県民自身が

自分たちの問題を議論する場がないので、外国籍県民かながわ会議は外国籍県民が地域

社会を積極的参加する機会を提供することが主なところなので、日本国籍を有しないも

のだけ参加できるという形式で行っていることが分かった。 

 

③会議の宣伝方法 

神奈川会議近年の参加応募者数の増減傾向の状況について、会議担当者のインタビィ

ー調査で明らかになったように、徐々減少傾向がある。また、外国籍県民かながわ会議

の宣伝方法について、川崎のように資格要件を満たす全ての外国人市民に対して募集案

内を全戸配布することは難しい状況である。その原因は、外国籍県民かながわ会議の担

当者が、「市町村と言うのは、住民票のデータを持っているので、どこに外国人の方が

いるがわかる。県は、直接にアクセス権限を持っていないので、個別の情報は持ってい

ない。全戸配布ための住所はわからないし、これだけのために住民票データを引っ張っ

てくることは個人情報上なかなか難しい」と述べた。また、会議の参加者が、「対象者

が膨大のため費用がかかり、また、募集案内を貰って、市民活動などの社会参加を経ず

に直ぐに会議に参加する人は多くないことを考えると、全戸配布は費用対効果の観点で

効率が良いとは言えない」と述べた。 

神奈川会議今の宣伝方法については、いろいろなところの外国人の方、例えば、多文

化共生を推進する 2つの関連団体があり、広いネットワークを作っている。あーすフェ

スタかながわ、かながわ FAN クラブとの連携を通じての広報をかけている。会議の担当

者は、「今度どういった広報をかけていけばいいかは検討課題です」と述べた。 
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④会議の提言の実施のフォローアップ体制 

かながわ会議の場合は、大体年一度程度、取り組み状況の更新をかけ、公表し、これ

を踏まえ、各委員が改めて必要があるでは無いかと言う議論があれば、改めて提言を出

てくるものもある。会議の結果として施策に関する提言を整理する事を規則としない限

り、川崎のように制度として運用されていないと会議の担当者は述べた。 

 

⑤提言が施策に反映される状況 

かながわ会議で出された提言をまとめ、知事に報告する。また、外国籍県民かながわ

会議の提言が実際に施策に反映された状況としては、制度施行から 15 年経過している

が、大きなところは以下にまとめた。 

神奈川県内 35 の協力病院から医療通訳派遣依頼を受け、医療通訳コーディネーター

が最適な医療通訳スタッフを派遣の医療通訳派遣システムを取り込んでいる。 

また、外国人の方が言葉の壁などによりすまい探しが難しいことに対応するため、関

係機関の協力を得て、賃貸住宅の仲介を行う不動産店の紹介や入居後のトラブル相談、

通訳ボランティアの派遣などを行うことにより、外国人の方のすまい問題の解決を図る

ための外国人居住支援システムを設置した。 

教育の方は、神奈川県の公立高校では、外国人や海外から移住してきた人など、日本

語を母語としない方のための特別な受検方法があるような神奈川県の公立高校入学に

関する取組みを実施している。また、NPO と協働し、多文化共生コーディネート事業な

どいろいろなことも行っている。 

外国籍県民かながわ会議の実施により、提言が施策に活かされ、システムの構築を行

っているが、会議を設置して以来新しくできた条例はない。 
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（3)神戸市外国人市民会議 

①会議の設置背景と目的 

外国人市民の市政への参画を推進し、ともに生きる社会を築くため、外国人市民が市

政について意見、提案等を述べ、それを市政に反映させることを目的に、2003 年 5月

に「神戸市外国人市民会議」を設置した。要綱によると、会議は外国人市民が生活上直

面する様々な問題、課題について議論する場を常設で設置することにより、外国人市民

の市政への参画が促進され、より外国人に住みやすいまちづくりが促進されるとともに、

行政と外国人支援 NGO との連携と協働の気運が醸成され、定着していくことは会議の目

的であると定められている。 

 

②参加者の募集方法 

神戸市外国人市民会議の参加者は公募するではなく、会議の委員は神戸市内の外国人

コミュニティ関係者及び神戸在住・在勤の学識経験者から、市長が委嘱する 12 名以内

の委員で構成する。 

外国人市民の市政参加を促進するという会議の趣旨を踏まえ、外国人コミュニティ関

係者に原則として外国籍市民が就任しているが、外国人コミュニティ関係者、学識経験

者ともに日本国籍の者でも委員になることは可能である。それは、会議担当者によると、

神戸市外国人市民会議の目的は在住外国人にとって、より良い神戸を作るとか住みやす

い環境を提供することである。その目的を考えた時に、コミュニティの方の視点も必要

であるし、学識経験者と言われる大学の教員の視点も加わると、意見としてより厚みが

余すということがある。また、会議の担当者が、外国人市民会議の大きな役割として、

例えば、報告書をまとめることがある。その場合は、そういうことに関しては、学識経

験者の協力は必要なため、そういったところでも貢献していただいているということと

述べた。 

 

③会議の宣伝方法 

神戸市外国人市民会議の宣伝方法は、神戸市の場合は外国人コミュニティを代表する

団体に依頼し、団体がコミュニティ全員に宣伝をかける。会議担当者によれば、神戸の

特徴として、港町で古くから外国人の方が多くきているので、各外国人コミュニティが

しっかりしているのが神戸市の特徴のため、外国人から総合的な意見を聞きたいと思っ

た際に、各コミュニティから一人ずつ代表者を集め、ある程度外国人の意見が幅広く聞

けるという状況が神戸の特徴である。また、神戸市のコミュニティはもともと民間で知

り合っているということを踏まえ、全戸配布ではなく、コミュニティの代表者からこの

コミュニティとしての意見を吸い上げ万遍なく神戸市各外国人の方の意見を聞き、会議

を宣伝するという方法を取っていることが分かった。会議の担当者は、「この方法は効

率かつ費用の面でも有効的です」と述べた。 
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④会議の提言の実施のフォローアップ体制 

神戸会議の場合は、インタビュー調査で明らかになったように、提言の内容は年度予

算を決める実施計画で取り扱うことがわかった。また、その実施状況については、毎年

一回外国人市民代表者が発表していており、確認し評価している。外国人市民代表者会

議で評価しているが、川崎のように担当局が評価を行う制度が運用されていないことが

分かった。 

 

⑤提言が施策に反映される状況 

神戸市外国人会議の提言が実際に施策に反映された状況としては、制度施行から 12年

経過しているが、大きなところは以下にまとめた。 

まず、市政・生活情報の提供、生活相談事業を進んでいる。例えば、区役所窓口に来

た、日本語が十分に理解出来ない外国人へ多言語での電話通訳サービスを実施している。

そして、日本語が十分に理解出来ない外国人の方が、区役所ほか、神戸市内の公的機関

の窓口で手続きや相談をする際に通訳ボランティア（6言語対応）を派遣している。 

また、外国人が神戸で生活しやすいようにサポートし、日本人と外国人の国際交流が

出来るための日本語学習支援も行っている。このプログラムの目的は、生活に必要な日

本語や文化について勉強することと、日本語ボランティアと勉強することで日本人と外

国人がお互いに理解することである。 

国際交流方面において、国際コミュニティセンター（KICC）に日本人と外国人との語

学交流（営利を目的としないことが原則）、ボランティア活動等の情報交換を行うため

の国際交流連絡板が設置されている。 

神戸市外国人会議の実施により、かながわ会議のように提言が施策に活かされ、シス

テムの構築を行っているが、会議を設置して以来新しくできた条例はない。 
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表３－４ 対象事例の調査概要（出所：川崎市外国人代表者会議条例、外国籍県民かながわ会議設置要綱、神戸市外国

人市民会議設置要綱及び筆者により作成） 

  

1 2 3 

川崎市外国人市民代表者会議 外国籍県民神奈川会議 神戸市外国人市民会議 

会議の宣伝方法 

①ホームページの記載 

②各区の市民祭りで会議ウェットティ

ッシュの配布 

③資格要件を満たす外国人市民に募集

案内を全戸配布する 

①ホームページ記載 

②関連団体がありのあーすフェスタ

かながわ、かながわファンクラブと

の連携で広報をかける 

①ホームページ記載 

②外国人コミュニティの依頼 

 

資格

条件 

国籍 日本国籍を有しないもの 外国籍 
外国人コミュニティ関係者及び 

学識経験者 

年齢 18歳以上 18歳以上 18歳以上 

日本人の参加 無 無 有 

提言の実施に対するフォ

ローアップ体制の有無 

 

有 無 無 

提言の有無 有 有 有 

提言が施策にいかされた

事例 

①川崎市居住支援制度の創設 

②外国人市民情報コーナーの設置 

③「外国人の皆さんへ（窓口や問い合わ

せ先一覧）」と転入者に対して「ウェル

カムセット（外国人市民に必要な基本的

な情報）」を配布等 

①「住まいサポートセンター」、「mic

かながわ」の設置 

②公立高校の外国人特別募集の実施

校の拡大 

③県ホームページによる多言語生活

情報の提供等 

①市政・生活情報の提供、生活相談窓口

の設置 

②日本語学習支援事情の実行 

③国際交流イベントの開催及び施設の

整備 

 

新しくできた法制度 有 無 無 

会議報告が 

施策に 

反映される仕組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：川崎市外国人市民代表者会議年次

報告＜2013年度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 

  

 

 

 

 

  

 

 

      

     

筆者作成  
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3-3 事例比較  

 

対象事例としての外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代表者会議、神戸市

外国人市民会議の調査概要は表 3－4に示すものである。三つの会議の文献調査と各会議

の担当者と外国籍住民の参加者にインタビュー調査の結果を踏まえ、会議の設置背景と

目的、参加者の募集方法、会議の宣伝方法、会議の提言の実施のフォローアップ体制、

提言の実施状況について事例比較を行う。 

 

（1)会議の設置背景と目的 

①川崎市外国人市民代表者会議 

会議の参加者によれば、川崎市には歴史的経緯により、多くの在日韓国・朝鮮人が暮

していることから、1970 年代より国籍を理由とした制度的な制限をなくす施策や民族

差別に対する意識啓発などの施策の推進を行ってきた。1994 年 2月「地方新時代シン

ポジウム」で外国人代表者会議等に係る諸外国の事例が紹介され、また同年 10 月には

市議会において「定住外国人の地方参政権の確立に関する意見書」が採択されたことな

どもあり、研究委員会を発足し、外国人市民の市政参加の仕組みとして「外国人市民代

表者会議」の設置について検討を開始したことが分かった。つまり、当時、韓国・朝鮮

籍の外国人住民の紛争を抑え、外国人市民をともに生きる地域社会づくりのパートナー

と位置付け、外国人市民の市政参加の仕組みとして外国人市民代表者会議を設置したこ

とが分かった。 

②外国籍県民かながわ会議 

神奈川会議の場合は、当時、神奈川県内に居住する外国人は増加し、国籍、民族、文

化の違いを超え、地域で共に暮らす仲間として地域づくりを行っていくことが重要であ

り、国際政策を推進するにあたって、外国籍県民の声を県政に反映させるための仕組み

の必要が有るということから始まった。また、外国人参政権は距離を置いている形なの

で、議会のものではなく、外国籍県民の声を聞く会議として設置したというところであ

ることが分かった。 

③神戸市外国人市民会議 

神戸会議の場合は、外国人市民の市政への参画を推進し、ともに生きる社会を築くた

め、外国人市民が市政について意見、提案等を述べ、それを市政に反映させることを目

的に、2003 年 5月に「神戸市外国人市民会議」を設置した。要綱によると、会議は外

国人市民が生活上直面する様々な問題、課題について議論する場を常設で設置すること

により、外国人市民の市政への参画が促進され、より外国人に住みやすいまちづくりが

促進されるとともに、行政と外国人支援 NGO との連携と協働の気運が醸成され、定着し

ていくことは会議の目的であると定められている。 
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（2)参加者の募集のあり方 

①川崎市外国人市民代表者会議 

表 3－5により、川崎会議は公募で日本国籍を有しないものだけ参加できるという形式

で行っている。第 10 期の代表者名簿を見ると、26 名の代表者は、15 カ国で構成され、

地域に住む外国籍住民数の国籍比により応募した者の中から国籍や地域のバランスなど

を考慮し、最終的な代表メンバーが選出されることが分かった。 

②外国籍県民かながわ会議 

かながわ会議は公募で外国籍ものだけ参加できるという形式で行っている。会議の担

当者によれば、かながわ会議は地域に住む外国籍住民数の国籍比により応募した者の中

から国籍のバランスなどを考慮し、最終的な代表メンバーが選出されることが分かった。 

③神戸市外国人市民会議 

神戸会議の場合は、日本国籍の方でも委員になることは可能である。募集のあり方は、

委嘱という形で行っている。代表者の国籍及び外国人コミュニティ関係者において、国

籍や地域のバランスなどを考慮してない現状がある。 

 

 

表 3－5 対象会議の代表者応募状況 

  川崎市外国人市民代表者会議 外国籍県民かながわ会議 神戸市外国人住民会議 

募集方法 公募 公募 委託 

応募人数 26名以内 20名以内 1２名以内 

参加者の国籍数 15 8 9 

外国籍住民数の国籍

比により選出 

有 有 無 

国籍条件 日本国籍を有しないもの 外国籍 
外国人コミュニティ関係者及

び学識経験者 

年齢条件 18歳以上 18歳以上 18歳以上 

日本人の参加 

(専門家の場合を除く) 

無 無 有 

（出所：川崎市外国人代表者会議条例、外国籍県民かながわ会議設置要綱、神戸市外国人市民会議設置要綱

及び筆者により作成） 
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（3)会議の宣伝のあり方 

①川崎市外国人市民代表者会議 

川崎会議は、第 8期以降の募集の際には資格要件を満たす全ての外国人市民に対して

募集案内を全戸配布している。会議の担当者は、第 8期以降、会議の応募人数は増加傾

向があると述べている。 

②外国籍県民かながわ会議 

神奈川会議の宣伝方法は、多文化共生を推進するあーすフェスタかながわとかながわ

FAN クラブという関連団体があり、広いネットワークを作っている。また、この 2つの

関連団体との連携を通じての広報をかけている。会議の担当者は、近年会議の応募人数

は減少傾向があると述べている。 

③神戸市外国人市民会議 

神戸市の場合は外国人コミュニティを代表する団体に依頼し、団体がコミュニティ全

員に宣伝をかける。会議の担当者は、会議の参加者は委嘱で募集しているため、人数は

大きな変化がないと述べている。 

 

(4)フォローアップ体制 

①川崎市外国人市民代表者会議 

川崎会議では、提言の実施を監視するための担当局が設置され、毎年の会議開催時、

以前の提言の実施状況が報告される。そして、委員によって、まだ一定の成果を得てい

ないと評価される提言は、次の年度にもう一度実施状況を確認するような仕組みが取ら

れている。以前の会議の結果を委員にきちんと把握させた上で議論することが重要し、

会議の結果として施策に関する提言を整理する。 

②外国籍県民かながわ会議 

かながわ会議の場合は、大体年一度程度、更新をかけ、具体的な取り組み状況を公表

し、これを踏まえて各委員が改めて必要があると言う議論があれば、改めて提言を出て

くるものもある。会議の結果として施策に関する提言を整理する事を規則としない限り、

制度が運用されていない。 

③神戸市外国人市民会議 

神戸会議では、提言の内容は年度予算を決める実施計画で取り扱う。また、その実施

状況については、毎年一回外国人市民代表者が発表しているので、確認し評価している。

外国人市民代表者会議で評価しているが、担当局が評価を行う制度が運用されていない。 
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(5)提言が施策に反映される状況 

①川崎市外国人市民代表者会議 

川崎会議は 1年に１度会議で出された提案は市長に対して提言され、市長は市議会に

報告する。提案に基づき、どのような問題を解決されたかについて、ア)外国人市民情

報コーナーの設置、イ)「外国人の皆さんへ（窓口や問い合わせ先一覧）」と転入者に

対して「ウェルカムセット」の配布を行った。さらに、ウ)外国人の入居差別を禁じた

川崎市居住支援制度を創設した。 

②外国籍県民かながわ会議 

かながわ会議の場合は、提言をまとめ、知事に報告する。提案に基づき、解決された

問題について、ア)医療通訳コーディネーターが最適な医療通訳スタッフを派遣の医療

通訳派遣システムの取り込み、イ)外国人の方のすまい問題の解決を図るための外国人

居住支援システムの設置、ウ)神奈川県の公立高校入学に関する取組みを行った。 

③神戸市外国人市民会議 

神戸会議の場合は、座長が毎年議題をまとめ、生活文化観光局国際交流課に報告する。

提案に基づき、解決された問題について、ア)市政・生活情報の提供、生活相談事業の

推進、イ)日本人と外国人の国際交流が出来るための日本語学習支援の実施、ウ)国際交

流事業の推進を行った。 
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3－4 小括 

 

事例比較の結果は、以下のようにまとめられる。 

川崎市代表者会議は条例により、かながわと神戸会議は要綱により設置されている。

三つの会議は、市政参加を推進することが会議の目的とされた。 

参加者の募集条件について、川崎会議とかながわ会議は、日本国籍を有しないものだ

け参加できるという形式で行っている。一方、神戸会議の場合は、日本国籍の方でも委

員になることは可能である。募集のあり方は、川崎会議とかながわ会議は公募で、神戸

会議は委託で参加者を募集する。代表者の国籍及び外国人コミュニティ関係者において、

川崎会議は 15 カ国である一方、かながわ会議の代表者は 8 カ国で構成するのであり、

神戸会議の参加者は 9カ国で構成するのである。また、川崎会議とかながわ会議は地域

に住む外国籍住民数の国籍比により応募した者の中から国籍や地域のバランスなどを考

慮して最終的な代表メンバーが選出されるのである。しかし、神戸会議の場合は、国籍

や地域のバランスなどを考慮してない。 

会議の宣伝方法について、川崎会議は会議の情報はホームページに載せられている以

外に、資格要件を満たす全ての外国人市民に対して募集案内を全戸配布している。神奈

川会議と神戸会議は、多文化共生を推進する関連団体や外国人コミュニティを連携する

という方法を取らせている。 

会議の提言評価において、三つの会議とも年一回評価を行っているが、提言の実施に

対するフォローアップ体制は川崎市しか取られていない。 

 提言が施策に反映される状況について、川崎会議は 1年に 1度会議で出された提案は

市長に対して提言され、市長は市議会に報告する。かながわ会議の場合は、提言をまと

め、知事に報告する。神戸会議の場合は、座長が毎年議題をまとめ、生活文化観光局国

際交流課に報告する。会議で出された提案は首長、議会に報告することは、より重い政

策を設計することが分かった。 

また、本研究で用いる「実効性」において、川崎市は外国人の入居差別を禁じた川崎

市住宅基本条例を設定し、川崎市居住支援制度を創設した。かながわ会議と神戸会議は、

提言が施策に活かされ、システムの構築を行っているが、会議を設置して以来新しくで

きた条例はない。 
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4. 三事例の外国人地域参加政策の考察 

 

本章では、事例調査の結果を踏まえ、三つの外国人市民代表者会議の設置根拠、会議

の代表性、提言の実施のフォローアップ体制の 3要素から文献調査とヒアリング調査を

踏まえ、分析する。調査の結果を踏まえ、先に述べた 3つの仮説について以下のような

ことが明らかになった。 
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表４－１ 川崎市の外国人施策一覧 

川崎市ホームページ 「外国人市民施策」をもとに作成 

 

年度 取 組みの内容 

1972（昭和 47）年 市内在住外国人への国民健康保険の適用 

1975（昭和 50) 年 市営住宅入居資格の国籍条項撤廃 、児童手当の支給開始 

1986（昭和 61）年 「川崎市在日外国人教育基本方針－主として在日韓国・朝鮮人教育－」の制定 

1988（昭和 63）年 川崎市ふれあい館の開設 

1989（平成元)年 財団法人川崎市国 交流協会設立 

1990（平成 2）年 外国人市民施策推進のための 24 項目の検討課題を とめる 

1993（平成 5）年 

川崎市外国籍市民意識実態調査の実施 

外国人市民施策調査研究委員会から「川崎市国 政策のガイドライン   のための 53

項目の提言」を答申 

1994（平成 6）年 

外国人高齢者福祉手当、外国人心身障害者福祉手当の支給開始 

川崎市国 交流センターの開設 

川崎市外国籍市民意識実態調査（面接調査）の実施 

代表者会議調査研究委員会の設置 

1996（平成 8 ）年 
市職員採用の国籍条項撤廃（消防士を除 ） 

「川崎市外国人市民代表者会議条例」の制定及び会議の設置 

1998（平成 10）年 

「外国人市民への広報のあ 方に関する考え方」を策定 

「川崎市在日外国人教育基本方針」を改定し、「川崎市外国人教育基本方針―多文化共生

の社会をめざして―」を制定 

2000（平成 12）年 
「川崎市人権施策推進指針」の策定 

「川崎市住宅基本条例」の制定、「川崎市居住支援制度」の開始 

2005（平成 17）年 「川崎市多文化共生社会推進指針」の策定 

2007（平成 19）年 「川崎市人権施策推進基本計画」の策定 

2008（平成 20）年 
「川崎市多文化共生社会推進指針」の改定 

「川崎市住民投票条例」の制定 

2014（平成 26）年 川崎市外国人市民意識実態調査の実施 

2015（平成 27）年 

「川崎市人権施策推進基本計画『人権かわさきイニシアチブ』」の改定 

川崎市外国人市民意識実態調査（インタビュー調査）の実施 

「川崎市国 施策推進プラン」の策定 

「川崎市多文化共生社会推進指針」2度目の改定 
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4－1 参加の制度に関する分析 

 

仮説１：＜経路の依存性・設置根拠に関する仮説＞ 

・多文化の歴史や構造的条件の違いにより、会議の設置根拠（設置条例を制定すること）

に影響を与えた。 

・設置根拠は会議の実効性に影響を与えた。 

 

（１）多文化の歴史の経緯と設置根拠の関係に関して 

文献調査とヒアリング調査によれば、川崎市には歴史的経緯により、以前より多くの

朝鮮籍住民が生活していた。しかし、これらの朝鮮籍住民を始めとする外国籍住民には

福祉等の権利が付与されていないことや、また就職時の国籍差別などによる生活に対す

る不満が多く抱えられていた。そのような中で朝鮮籍住民を始めとする、国籍や民族に

よる差別をなくすための市民運動が活発化した。これらの外国籍住民による市民運動を

受け、川崎市は 1972 年に国民健康保険の外国人への適用を始め国籍条項の撤廃に積極的

に着手し、具体的には 1986 年に外国人教育基本方針の制定などのことが分かった。川崎

市は全国の自治体においても積極的に外国人政策に積極的に取り組んでいる自治体であ

ると考えられるが、しかし依然として教育や住居などに関する外国籍住民の問題等は現

存している。その状況を受けて、川崎市は外国籍住民の抱える問題を施策に位置づけて

解決に臨むために「外国人市民代表者会議」を設立したことが分かった。 

神奈川会議の場合は、ヒアリング調査で明らかになったように、当時、神奈川県内に

居住する外国人は増加し、国籍、民族、文化の違いを超え、地域で共に暮らす仲間とし

て地域づくりを行っていくことが重要であり、国際政策を推進するにあたって、外国籍

県民の声を県政に反映させるための仕組みの必要が有るということから始まった。また、

外国人参政権は距離を置いている形なので、議会のものではなく、外国籍県民の声を聞

く会議として設置したというところであることが分かった。 

神戸会議の場合は、外国人市民の市政への参画を推進し、ともに生きる社会を築くた

め、外国人市民が市政について意見、提案等を述べ、それを市政に反映させることを目

的に、2003 年 5 月に「神戸市外国人市民会議」を設置した。要綱によると、会議は外国

人市民が生活上直面する様々な問題、課題について議論する場を常設で設置することに

より、外国人市民の市政への参画が促進され、より外国人に住みやすいまちづくりが促

進されるとともに、行政と外国人支援 NGO との連携と協働の気運が醸成され、定着して

いくことは会議の目的であると定められている。 

つまり、川崎市が歴史な条件を持っているため、川崎市の過去の経緯や歴史により、

外国人市民施策が拘束され、さらに、外国籍住民自身が自ら参加する形態がとられたの

には 1994 年に定住外国人の地方参政権付与が大きな世論としてあったことが背景であ
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り、代表者会議が 1996 年に要綱ではなく、条例で設置したことが分かった。一方、かな

がわ会議と神戸会議は、外国人住民の市政への参画を促し、国際政策を推進するため、

外国人会議が設置された。外国人を推進し歴史な条件を持っていないため、代表者会議

が条例ではなく、要綱で設置されたことが分かった。 
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（２）設置根拠と会議実効性の関係に関して 

条例設置と実効性の関係について、会議は要綱ではなく、条例で設置することは、議

会の承認を得ることを意味する（山田 2000）。外国籍県民かながわ会議と神戸市外国人

市民会議が「要綱」という形で設置されている。「要綱」という位置付けは首長の諮問

機関程度の影響力しかなく議会に対しても強制力がないのである。一方、地方自治法の

「法」に相当する「条例」として設置した川崎市の川崎市外国籍市民代表者会議は外国

人住民の意見が定期的に首長に提言されることが分かった。会議の担当者のインタビュ

ーにより、川崎市では条例によって設置されており、1年に１度外国人市民代表者会議

で出された提案は市長に対して提言され、市長は市議会に報告することを定めている。

このように、外国人代表者会議で集約された外国籍住民の意見が、定期的に確実に自治

体の首長、議会に対して表明されるという点が会議の大きなメリットである。 

条例設置と実効性の関係について、会議の担当者のインタビューにより、川崎会議で

は条例によって設置されており、1年に１度外国人市民代表者会議で出された提案は市

長に対して提言され、市長は市議会に報告することを定めている。このように、外国人

代表者会議で集約された外国籍住民の意見が、定期的に確実に首長、自治体の議会に対

して表明されるという点が会議の大きなメリットである。 

具体的な例を見てみると、外国籍住民の住宅入居問題について、川崎会議（1996 年、

第一期、提言 2）とかながわ会議（1998 年、第一期、提言 7）から、提言を受けた。そ

の後、2000 年 4 月から川崎市では、外国人等の民間賃貸住宅への入居を支援する目的で

「川崎市居住支援制度」を発足させ、「川崎市住宅基本条例」が制定された。 

一方、かながわ会議は、外国人の方のすまい問題の解決を図るための外国人居住支援

システムを設置されたが、条例までは行ってない。会議で出された提案は首長、議会に

報告することは、より重い政策を設計することが分かった。「重い」というのは、条例

を制定するまでの間で行われた作業工程における多様な立場の人たちの多くの討議や交

流の成果のことを指す。 

 

 

 

図 4－1 会議の設置根拠と反映施策の関係（出所：筆者作成） 
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従って、図４－１にように、条例で設置された会議で出された提案は首長、議会に報

告することと反映施策に関係があると考えており、会議の設置条例を制定することは会

議の実効性に影響を与えたと言える。 
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4‐2 代表性に関する分析 

 

仮説２：＜代表性に関する仮説＞ 

・会議の宣伝と代表者募集のあり方は会議の代表性に影響を与えた。 

・会議の代表性は会議の実効性に影響を与えた。 

 

（1）会議の宣伝のあり方と代表性の関係に関して 

神奈川会議の宣伝のあり方について、インタビィーで明らかになったように、多文化

共生を推進する 2つの関連団体との連携を通じて、広報をかける。会議の応募人数は減

少傾向がある。神戸会議は、外国人コミュニティを代表する団体に依頼し、団体がコミ

ュニティ全員に宣伝をかけ、人数は大きな変化がないことが分かった。 

一方、川崎会議の宣伝のあり方について、参加者の募集案内や会議の情報はホームペー

ジに載せられている以外に、各区役所、市民館（図４－２）等にて配布する。また、各区

の中心で、市民祭りで外国人とつながりがある人が集まり、会議のウェットティッシュを

配り、ゲームと言う形で交流し、会議を宣伝する。さらに、川崎会議は 2年に一度代表者

の募集を行っているが、第 8期、第 9期と第 10期の募集の際には資格要件を満たす全て

の外国人市民に対して募集案内を全戸配布していることが分かった。会議の応募人数にお

いて、第一期は、200 人くらいで、二期は下がり、100 人くらい、三期、四期は 30～40 人

くらいである。全戸配布により、第九期は 280 人で、第十期は 200 人くらいである。会議

の宣伝方法により、会議の応募者の人数の増加に関係があることが分かった。 

 

 

 

図４－２川崎市外国人市民会議の募集案内（2015 年 11 月 23 日撮影） 
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本研究で用いる「代表性」は、前述のように、外国人住民会議の参加者数が限られて

いる状況の中で、その参加者が当地域の外国人住民の人口の構成を全体的に代表する事

が十分できるかどうかの事を指す。その故、会議の応募者の人数の増加により、外国人

住民の人口の構成を全体的に代表する程度が高くなり、会議の代表性が高くなったと言

えよう。そのため、会議の宣伝のあり方は会議の代表性に影響を与えたことが分かった。 
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（2）会議の代表者の募集のあり方と代表性の関係に関して 

川崎市外国人市民代表者会議は恒常的に運営される市長の付属機関であり、2年任期

の 26 名以内の代表者で構成されている。代表者への応募資格は年齢 18歳以上で外国籍

住民に登録している者に与えられている。第 10期の代表者名簿（表４－２）を見ると、

26 名の代表者は、中国籍 5人、韓国・朝鮮籍 4人、台湾籍 2人、ブラジル籍 2人、フィ

リピン籍 2人、ベトナム籍 2人、インド籍 1人、マレーシア籍 1人、ウクライナ籍 1人、

ケニア籍 1人、ネパール籍 1人、アメリカ籍 1人、タイ籍 1人、ベナン籍 1人、ドイツ

籍 1人、15国籍で構成する。代表者の国籍数からみると、かながわ会議の 8カ国と神戸

会議の 9カ国（表３－５に参照）と比べ、川崎会議の方が地域の外国人住民の国籍の数

が多く、国籍の全面性を考慮していることがわかった。 

また、川崎会議の参加者はインタビューで、「現在川崎市は、代表者の代表性を担保

するために、川崎市に住む外国籍住民数の国籍比により応募した者の中から国籍、地域

のバランスなどを考慮して最終的な代表メンバーが選出される」と述べている。国籍、

地域のバランスを考慮し代表者を選出において、川崎会議とかながわ会議は地域に住む

外国籍住民数の国籍比により応募した者の中から国籍や地域のバランスなどを考慮し

て最終的な代表メンバーが選出されるのである。 

一方、神戸会議の場合は、参加者はインタビューで、募集のあり方は、委嘱という形

で行っている。地域に住む外国籍住民数の国籍比により、代表の国籍や地域のバランス

などを考慮してない。 

以上を踏まえ、川崎市外国人代表者会議の参加者の募集のあり方は、本研究で用いる

「代表性」の評価基準において、地域の外国人住民の人口の構成を全体的に代表する事

ができると評価でき、会議の代表性が高いと言えよう。そのため、会議の代表者募集の

あり方は会議の代表性に影響を与えたことがわかった。 
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表４－２川崎市外国人市民代表者会議 第 10 期 代表者名簿 

名前 国籍・地域 居住区 役職・部会 

セヌ― ジョアキム ベナン 高津 社会生活部会・委員長 

オルソン チャールズ アメリカ 高津 社会生活部会・副委員長 

園田 泉 ベアトリス ブラジル 宮前 部会長・福祉教育部会 

河本 ファビオ 良則 ブラジル 川崎 福祉教育部会 

金（きむ） スンオグ 朝鮮 川崎 福祉教育部会 

ケゼングア エドワード ケニア 中原 福祉教育部会 

鈴木 イェレナ ロシア 宮前 福祉教育部会 

崔 想（ちぇ さん） 韓国 中原 福祉教育部会 

仲田 シリワン タイ 高津 福祉教育部会 

バルトコバ オクサナ ウクライナ 川崎 福祉教育部会 

ヒラチャン アスカ ネパール 高津 福祉教育部会 

ヘイ ジャ フィ マレーシア 麻生 福祉教育部会 

牟 鳳菊（む ふぉんち） 台湾 宮前 福祉教育部会 

劉 健全（りゅう けんぜん） 中国 中原 福祉教育部会 

任 家林（れん じゃりん） 中国 川崎 部会長・社会生活部会 

ヴィラマー ジェリー フィリピン 麻生 社会生活部会 

王 夕心（おう ゆうしん） 中国 宮前 社会生活部会 

グェン ゴク バオ リン ベトナム 高津 社会生活部会 

孔 敏淑（こん みんすく） 韓国 中原 社会生活部会 

シフケン ブランドン アメリカ 麻生 社会生活部会 

シャルマ ガジェンダー インド 幸 社会生活部会 

タカハシ ライゼール ラモス フィリピン 川崎 社会生活部会 

張 氷青（ちょう ひょうせい） 中国 多摩 社会生活部会 

ディットマー ダニエラ ドイツ 多摩 社会生活部会 

童 堉恆（どう ゆうへい） 台湾 高津 社会生活部会 

河 相宇（は さんう） 韓国 高津 社会生活部会 

葉 元聡（よう げんそう） 中国 多摩 社会生活部会 

川崎市ホームページをもとに作成 
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（3）会議の代表性と実効性の関係に関して 

代表者の募集について、「川崎市外国人市民代表者会議では、代表者は、自らの国籍の

属する国の代表としてではなく、本市のすべての外国人市民の代表として、職務を遂行し

なければならない。」と条例で定められており、すべての外国籍住民の代表という立場で

あるので、川崎市の外国籍住民が代表者に意見を表明しやすいというメリットがあると考

える。このように、代表者会議は、自治体内の外国籍住民にとって意見を伝えやすい存在

であり、会議の実効性が上がると考える。したがって、会議の代表性は会議の実効性に影

響を与えたと言えよう。 
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4‐3 フォローアップ体制に関する分析 

 

仮説３：＜フォローアップ体制に関する仮説＞ 

・会議の提言の実施のフォローアップ体制は会議の実効性に影響を与えた。 

 

 川崎会議では、提言の実施を監視するための担当局が設置され、毎年の会議開催時、

以前の提言の実施状況が報告される。そして、委員によって、まだ一定の成果を得てい

ないと評価される提言は、次の年度にもう一度実施状況を確認するような仕組みが取ら

れている。以前の会議の結果を委員にきちんと把握させた上で議論することが重要し、

会議の結果として施策に関する提言を整理するという現状が分かった。 

この点に関していえるのは、期を経るにつれて、すでに提言を出しているにもかかわ

らず、同じ問題を議論せざるを得ないということである。市では、提言の取組状況を自

己評価しているが、行政側とは別に、代表者会議として提言に対する市の取組状況をチ

ェックする必要性が認識され始める（2002 年度議事録）。第４期の冒頭、各代表者が話

し合いたいテーマを述べた際に、「過去の提言のチェックから問題点を絞り出す」「こ

こで話し合われた問題がきちっと反映されるシステムを明白にしたい」（2002 年度議事

録）という意見が出されるのである。第 5期の冒頭でも、「代表者会議でも、過去の提

言の取り組み状況をチェックする制度を作るべき」（2004 年度議事録）という意見が出

されている。 

例えば、1997 年度では、「川崎市の国際交流事業を推進するために、外国人市民の参

画をすすめる」という提言が出されている（1997 年度・提言４）が、1998 年度では、「外

国人市民の支援と地域における国際交流を充実し、内なる国際化を推進する」（1998 年

度・提言４）の 1997 年度提言の補足意見として出されている。 

代表者会議の実効性については、上で述べた提言内容の実現に関してのみでなく、期

を経るにつれて、状況を変わるとともに、市の問題はもうたくさん出ているので、過去

の提言の取り組み状況を調査し、チェックする制度を作ることが必要であることが分か

った。 

一方、かながわ会議と神戸会議にように、フォローアップ体制がなされないと、代表

者が会議で提言の評価を行うだけで、過去の提言の取り組み状況を確認できない事にな

っており、会議の実効性に影響を与える要因として考えられる。 

 

 

 

 

 

 



59 

 

4-4 小括 

 

川崎市外国人市民代表者会議の設置根拠、会議の代表性、フォローアップ体制の三つ

の要素三つの要素から文献調査とヒアリング調査を踏まえ、本研究の仮説に対して、以

下のことを明らかにした。 

文献調査とヒアリング調査の結果を踏まえ、仮説１については、多文化の歴史や構造

的条件の違いにより、会議の設置根拠は会議実効性に影響があることについて明らかに

した。 

仮説２について、外国人市民代表者の応募者数の増減傾向の分析を踏まえ、応募者数

の増加により、本研究で用いる「代表性」の評価基準から見た外国人住民の人口の構成

に対する会議の代表性が高くなった。会議の宣伝と代表者募集のあり方は会議の代表性

に影響を与えたと言える。さらに、会議の代表性は会議の実効性に影響を与えたことが

分かった。 

仮説３は、フォローアップ体制の分析では、会議の過去の提言と取り組み状況を確認

した結果、会議の実効性に影響を与える要因であることを明らかにした。 
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5. 対象地域の外国人地域参加政策に対する提案 

 

本章では、外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代表者会議、神戸市外国人

市民会議に対する考察と分析を踏まえ、会議の実効性を向上するため、参加の制度、代

表性、フォローアップ体制に関する提案を行う。外国人住民会議を設置する他自治体の

外国人地域参加政策に対して示唆を与えることを提示する。 

 

5－１参加の制度に関する提案 

 

実効性については、施策への一定の影響力が保証されなければ、外国人住民会議は政

治参加の場としての意義を失いかねないと考えられる。会議の実効性を向上するため、

参加の制度において、会議は要綱ではなく、条例で設置することを検討する価値はある

である。 

川崎会議は、条例で設置されたが、かながわ会議と神戸会議は、要綱で設置された。

会議の設置に当たって条例を設ける事で、「議会の承認を得ることを意味する」（山田 

2000）事に加え、議会の同意を得ない限りは廃止する事が不可能なので、より安定した

地位に置かれる事になる。そして、会議の結果は議会で発表され、施策決定権がないも

のの、当該自治体が提言を尊重し、施策に反映する為の努力が義務づけられる（山田2000）。

その反面に、かながわの会議と神戸会議の設置根拠は条例ではない事が、提言が条例に

ならない要因として考えられる。 

会議は条例ではなく、要綱で設置した理由を歴史の原因から見ると、川崎市の過去の

経緯や歴史的の分析の結果により、川崎会議が条例設置の歴史な条件を持っているため、

さらに、外国籍住民自身が自ら参加する形態がとられたのには 1994 年に定住外国人の地

方参政権付与が大きな世論としてあったことが背景であり、代表者会議が 1996 年に条例

で設置されたのである。一方、神奈川と神戸は、川崎のような歴史な条件を持っていな

いため、外国人会議は条例ではなく、要綱で設置されたのである。 

事務上の原因からみると、かながわ会議と神戸会議の担当者によると、条例に変える

と、議会との作業が多く、大変であること、また、予算の確保に一定の困難もあり、会

議の回数など基本構成を調整しているという事だが、財政状況に適応できる柔軟性を維

持する為に条例を設けない事も十分考えられる。しかし、予算の確保に困難があるとす

れば、会議の存続自体を保証する必要があろう。会議の設置条例を制定する事は、この

問題の解決にも役立つと考える。参加の制度において、会議は条例設置とすべきと考え

られる。 
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5－2 代表性に関する提案 

 

実効性をより保障する為には、議論の進め方を管理する事に加え、代表性における課

題の解決を検討することは有意義である。 

問題点として、会議の委員編成において偏りがある場合、外国人住民人口の全体を代

表する為の政治参加制度を果たさない事に加え、施策作りの基盤となる外国人住民の人

口の生活問題を知るにも全体像が見えてこないという問題が出てくる可能性がある。か

ながわ会議の担当者が、「会議の参加応募者数は最初にはやり多かったですが、近年徐々

減少傾向にあります。今度どういった広報をかけていけばいいかは検討課題です」と述

べた。応募者が数少ない事は、代表性を大きく阻害する要因となっている。 

その原因として、会議の存在の周知が不足している可能性がある。外国県民かながわ

会議の傍聴者は、「自分が会議の開催について知った事が偶然であり、周りにいる中国

人のほとんどが知らず、知っていれば参加したかった」と述べた。会議の応募広告は国

際課のホームページや国際交流協会の公誌などに載せられているが、この場合、この特

定のメディアを普段から利用する人でない限り、外国人住民会議の存在さえ知る機会は

ない。外国人住民の中に、潜在的な参加意欲を持つ人はより多くいるはずである。会議

の存在が彼らに知られなければ、委員の代表性が確保できず、多くの人が政治参加の場

から排除される事になりかねない。 

以上を踏まえ、会議の参加者を増やすことが会議の代表性が高くなるための提案として

考えてられる。 

まず、代表性に関しては、投票権を有するマイノリティの多くがそれを行使できない事

を考慮すれば、神戸会議は日本国籍の外国人住民の参加を認めている事がある。参政権の

ある日本国籍者に政治参加の場を与える必要はないという考えもあるが、日本国籍を有し

てもマジョリティの日本人と異なる価値観、生活習慣、外見などを持っている場合、これ

は「声を届け難い」という前提を外国人と共有する存在と言える。川崎市や神奈川県など、

日本国籍を有するものの認可しない多くの自治体の外国人住民会議も、神戸市と同様、そ

の参加条件を和らげる事は検討に値する。 

また、会議の傍聴者の増加は、会議の参加を促す一つの手段として考えられる。会議傍

聴の案内はホームページだけでなく、市民会館、交流センターなど等々に配布すべきであ

る。より多く、より多様な傍聴者を得ることは、会議の状況を実際に把握し、参加者にな

る可能性があると考える。 
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5－3 フォローアップ体制に関する提案 

 

外国人住民会議の過去の提言の取り組み状況を調査し、チェックするフォローアップ

体制を作ることが会議の実効性の向上のための提案の一つである。 

提言の実施のフォローアップ体制がきちんとされると、委員の提言は単に提案や意見

に留まらず、「実施されるべき施策提言」という意味を持つ様になる。一方、フォロー

アップがなされないと、第四章で述べたように、代表者が会議で提言の評価を行うだけ

で、過去の提言の取り組み状況を確認できない事になる。会議のメンバーが自らの提言

の実施に満足しているか否かは確認できない。 

第四章で述べた川崎会議の例を見てみると、川崎会議 1997 年度では、「川崎市の国際

交流事業を推進するために、外国人市民の参画をすすめる」という提言が出されている

（1997 年度・提言４）が、市の担当局が過去の提言の取り組み状況を調査し、1998 年度

では、「外国人市民の支援と地域における国際交流を充実し、内なる国際化を推進する」

（1998 年度・提言４）の 1997 年度提言の補足意見として出されている。フォローアッ

プの実施により、提言が施策にいかされた結果としては、国際交流会の登録ボランティ

アの充実、外国人市民向け多言語資料の配布などを行った（川崎市外国市民代表者会議

年次報告 2013 年度）。 

一方、かながわ会議と神戸会議は、フォローアップ体制がなされない現状がある。そ

のため、代表者が会議で提言の評価を行うだけで、過去の提言の取り組み状況を確認で

きない事になっており、会議の実効性に影響を与えたと考えられる。 

従って、会議の実効性に影響を与える要因として考えており、外国人住民会議の過去

の提言の取り組み状況を調査し、チェックするフォローアップ体制を作ることが会議の

実効性の向上に繋がる。 
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5－4 小括 

 

外国人籍県民かながわ会議、川崎市外国人市民代表者会議、神戸市外国人市民会議に

対する実効性を向上するため、参加の制度、会議の代表性、提言の実施のフォローアッ

プ体制において考察と提案を行った。 

まず、参加の制度において、会議は条例設置とすべきである。 

次に、代表性について、会議の参加者を増やすことが必要である。そのため、川崎市

や神奈川県など、日本国籍を有するものの認可しない多くの自治体の外国人住民会議も、

神戸市と同様、その参加条件を和らげる事は検討に値する。また、会議の傍聴者の増加

は、会議の参加を促す。会議傍聴の案内はホームページだけでなく、市民会館、交流セ

ンターなど等々に配布すべきである。より多く、より多様な傍聴者を得ることは、会議

の状況を実際に把握し、参加者になる可能性があると考える。 

最後に、外国人住民会議の過去の提言の取り組み状況を調査し、チェックするフォロ

ーアップ体制を作ることが会議の実効性の向上に繋がる。以上は会議の実効性を向上す

るための提案である。 
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６．まとめ 

 

世界の先進諸国では、外国籍であって、かつ定住する大量の移民人口が生まれている。

「定住外国人」と呼びうる人々が先進国で人口の 5％以上、国によっては一割以上にも

達している（ハンマー1999）。日本は外国籍者についても、もはや外国人市民の参加をめ

ぐる議論の埒外に置くことはできなくなっている（宮島 2000）。 

これからの自治体に必要なことは、それぞれの地域で本当に必要とされ、自らの責任

において住民のニーズに応え、住民のための政策を設計することである。現在の日本で

外国人が多く居住する地域では、地域社会の構成員として共に生きていくような社会づ

くりを実現する為、外国人住民の声を積極的に聞こうとする「外国人住民会議」が、地

域自治へ参加する一つの手段として考えられる。本研究は、外国人市民が集中する地域

において、外国人市民が地域自治により参加しやすくなるように自治体の政策設計の有

効な方法を提案した。 

本研究においては、外国人市民の割合が高い自治体の多文化諮問機関としての川崎市

外国人市民代表者会議、外国籍県民かながわ会議と神戸市外国市民会議を対象事例に選

び、設置根拠、代表性、フォローアップ体制の三つの要素が外国人住民会議の実効性に

与える影響について比較分析を行った。 

そこで、外国人住民会議の実効性に影響する原因について、本研究では、大きく以下

の３つの仮説に基づいて、分析を行った。仮説１：多文化の歴史や構造的条件の違いが、

参加の制度に影響を与え、外国人会議の設置条例を制定するか否かに影響を与える。ま

た、会議の実効性はその設置根拠・経路の依存性に影響される。仮説２：会議の宣伝の

あり方と代表者募集のあり方は会議の代表性と実効性に影響を与える。仮説３：提言の

実施のフォローアップ体制は、会議の実効性に影響を与える。 

仮説を検証するため、三つの対象会議について、会議の設置背景と目的、参加者の募

集方法、会議の宣伝方法、会議の提言の実施のフォローアップ体制、提言の実施状況に

ついて、文献調査等で基本状況を把握した上で、各会議の担当者と会議の参加者にヒア

リング調査を行った。それらの結果を踏まえ、仮説について明らかになったことをまと

める。 
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6－1 本研究の知見  

 

本研究は、これまであまり注目されてこなかった日本の自治体の外国人住民会議にお

ける、外国人地域参加への貢献の可能性を探ったものである。事例としては三つの市政

参加型会議が、どのような問題を解決されたかを比較分析を行った。 

そこで、三つの外国人住民会議の解決された問題の違いを生じた原因について、以下

の３つの仮説、仮説１＜経路の依存性・設置根拠に関する仮説＞、仮説２＜代表性に関

する仮説＞、仮説３＜フォローアップ体制に関する仮説＞に基づいて、分析を行った。 

その結果として、仮説１については、三事例の過去の経緯や歴史的な分析の結果を踏

まえ、多文化の歴史の経緯の違いにより、会議の設置根拠は会議実効性に影響があるこ

とについて明らかにした。次に、仮説２について、三事例の代表者の応募者数の増減傾

向の分析を踏まえ、応募者数の増加により、本研究で用いる「代表性」の評価基準から

見た外国人住民の人口の構成に対する会議の代表性が高くなった。会議の宣伝と代表者

募集のあり方は会議の代表性に影響を与えたと言える。さらに、会議の代表性は会議の

実効性に影響を与えたことが分かった。仮説３は、フォローアップ体制の分析では、会

議の過去の提言と取り組み状況を確認した結果、会議の実効性に影響を与える要因であ

ることを明らかにした。 

しかし、三つの会議の事例を考察した結果、3つの要素が実効性を発揮するにあたっ

て日本の外国人住民会議は多くの課題を抱えている事が判明した。まず、要綱より条例

で設置された会議の方がより重い政策が設計できる。次に、会議の応募者が数少ない事

は、代表性を大きく阻害する要因となっている。また、フォローアップ体制がなされな

い会議では、代表者が会議で提言の評価を行うだけで、過去の提言の取り組み状況を確

認できない事になる。 

そのため、会議の実効性を向上するための提案を行った。まず、会議で出された提言

が条例になるため、参加の制度において、会議は条例設置とすべきである。次に、代表

性について、会議の参加者を増やすことが必要である。そのため、川崎市や神奈川県な

ど、日本国籍を有するものの認可しない多くの自治体の外国人住民会議も、神戸市と同

様、その参加条件を和らげる事は検討に値する。また、会議の傍聴者の増加は、会議の

参加を促す。会議傍聴の案内はホームページだけでなく、市民会館、交流センターなど

等々に配布すべきである。より多く、より多様な傍聴者を得ることは、会議の状況を実

際に把握し、参加者になる可能性があると考える。最後に、外国人住民会議の過去の提

言の取り組み状況を調査し、チェックするフォローアップ体制を作ることが会議の実効

性の向上に繋がる。以上は会議の実効性を向上するための提案である。 
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6－2 今後の研究課題 

 

（1）調査対象の拡張 

本論文では、外国人市民が集中する地域において、多文化諮問機関として外国住民会

議の実効性に影響を与える原因を論じた。しかし、外国人住民の割合が高い自治体以外

の自治体については調査対象としてないため、同じような事象が現れるかどうかはわか

らない。 

また、本研究は市政参加型の三つの外国人住民会議を調査したが、その他の外国人住

民会議を持つ自治体については、今後の研究課題として記したい。 

 

(2)外国人住民会議の評価 

本研究は外国人住民会議の現状を分析し、抱えている課題に対して提案を行った。外

国人住民会議はどのように評価するべきか検討する必要があると考える。 
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実現し、本論文を充実させることができました。 

また、統計結果の参考資料をいただき、修士論文を作成しやすいように配慮してくだ

さったのだと、お心遣いに感激いたしました。 

そして、本研究の趣旨を理解し、インタビュー調査に協力いただきました、川崎市、神

奈川県、神戸市の外国人住民会議の参加者の皆様に心から感謝いたします。 

最後に、都市システムの先生方にお礼を申し上げます。 

長野基准教授には、本研究の初めから最後まで、丁寧なご指導を賜りました。 

また、山本薫子准教授にも、研究室の合同中間発表会にで、丁寧なご指導を賜りまし

た。  

お二方をはじめとした、本大学の先生方や関係者の皆様、本当にありがとうございま

した。 
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